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令和５年度北海道最低賃金額の改正を答申 

― 北海道地方最低賃金審議会は時間額９６０円に改正が適当と答申 ― 

  

北海道地方最低賃金審議会（会長 亀
かめ

野
の

 淳
じゅん

）は、令和５年８月７日に開催された第４回

北海道地方最低賃金審議会において、北海道労働局長（友藤
ともふじ

 智
とし

朗
あき

）に対し、北海道最低

賃金額を４０円引上げ、９６０円（対前年引上率４．３５％）に改正することが適当である旨の

答申を行いました。 

 

今後は、この答申を受け、異議申出の公示等の諸手続を経て、北海道最低賃金額が

決定されることになります。 

改正額の効力発生年月日は、現時点では令和５年１０月１日が見込まれます。 

 

最近の北海道最低賃金額の改定状況は、下記【参考１】のとおりです。 

なお、北海道労働局においては、下記【参考２】のとおり、最低賃金や賃金の引上

げを行い生産性向上に取り組む中小企業・小規模事業者に支援を行っています。引き

続き、北海道労働局、各労働基準監督署・各公共職業安定所、北海道働き方改革推進

支援センターは、中小企業・小規模事業者への支援策を周知するとともに、活用勧奨

を行っていきます。 

 

【参考 1】北海道最低賃金額の推移（過去５年間） 

 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 令和５年度 

最低賃金額 ８６１円 ８６１円 ８８９円 ９２０円 ９６０円 

対前年引上額 ２６円 － ２８円 ３１円 ４０円 

対前年引上率 ３．１１％ － ３．２５％ ３．４９％ ４．３５％ 

厚生労働省 

北海道労働局 労働基準部 賃金室 

室  長   牧野 雅彦 

室長補佐   杉山 陽一 

  直通電話 011-788-6576 

代表電話 011-709-2311（内線 3531） 

厚 生 労 働 省 北 海 道 労 働 局 発 表 

令 和 ５ 年 ８ 月 ８ 日 



（ 北海道道政記者クラブ、北海道経済記者クラブ 同時提供 ） 

【参考２】最低賃金の引上げに向けた中小企業・小規模事業者への支援施策 
１ 業務改善助成金 
 ≪通常コース≫ 

 業務改善助成金は、生産性を向上させ、「事業場内で最も低い賃金（事業場内

最低賃金）」の引上げを図る中小企業・小規模事業者を支援する助成金です。 
 生産性向上のための設備投資などを行い、事業場内最低賃金を一定額以上引上

げた場合、その設備投資などにかかった費用の一部を助成します。 
【相談窓口】 

○ 業務改善助成金コールセンター 
      電話 ０１２０－３６６－４４０ 

○ 北海道働き方改革推進支援センター（月～金、9：00-17：00） 
電話 ０８００－９１９－１０７３ 

○ 北海道労働局雇用環境・均等部企画課 
電話 ０１１－７８８－７８７４ 

【申請先】  
○ 北海道労働局雇用環境・均等部企画課 

電話 ０１１－７８８－７８７４ 
 

２ 北海道働き方改革推進支援センター 
中小企業・小規模事業者の皆様のために、助成金の活用などのご相談に対応す 

るほか、生産性の向上を始め働き方改革に関する相談や訪問支援することなどを 
目的に、北海道働き方改革推進支援センター（北海道労働局委託事業）を設置し 
ています。 
【相談窓口】  電話 0800－919－1073（通話無料）（月～金、9：00～17：00） 
【E－mail】   hokkaidou-hatarakikata@lec-jp.com 
【ホームページ】  https://public.lec-jp.com/hataraki-hokkaidou/ 

 

 ３ 中小企業・小規模事業者への支援施策紹介マニュアル（概要版） 

厚生労働省及び中小企業庁では、最低賃金の引上げに向けた企業の取組にご活用

いただける支援措置に関して、その内容や関連する相談窓口をご紹介するとともに、

各相談窓口の連携を強化すべくマニュアルを作成いたしました。 

   【厚生労働省ホームページ】 
     https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/ 

roudoukijun/zigyonushi/shienjigyou/index.html 

 

【添付資料】 

  １．北海道地方最低賃金審議会答申文（控） 

  ２．北海道の最低賃金一覧（北海道最低賃金・特定最低賃金） 

  ３．中小企業・小規模事業者への支援施策紹介マニュアル（概要版） 

mailto:hokkaidou-hatarakikata@lec-jp.com
https://public.lec-jp.com/hataraki-hokkaidou/
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/
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令 和 ５ 年 ８ 月 ７ 日  
 
  

北海道労働局長  友藤 智朗 殿 
 

北海道地方最低賃金審議会 
会長 亀野 淳 

 
 

北海道最低賃金の改正決定について（答申） 
 
 当審議会は、令和５年７月７日付け北労発基 0707 第 1 号をもって貴職から諮問のあった
標記について、慎重に調査審議を重ねた結果、別紙１のとおりの結論に達したので下記のと
おり答申する。 
 
１ 本年度の北海道最低賃金改定に際し、その金額に関し労使各側の意見の一致をみるに至

らなかった。 
 
２ 当審議会においては、本年度の北海道最低賃金の改定に際し、最低賃金は経済を支える

上でも、地域の労働者の生活と賃金、地域産業の持続性を支える上でも重要な役割を果た
していることを踏まえつつ、雇用の維持と事業継続、労働者の生活・くらしを守ることを
最優先課題として官民、労使を挙げて尽力している状況について特段の配慮をすることが
重要であるとの各側委員の共通理解の下で審議を行った。 

 
３ 本年度の審議にあたっても、最低賃金法のいわゆる３要素を考慮した審議を行った。具

体的な内容は以下のとおりである。 
（１）賃金 

賃金に関する指標を見ると、連合北海道春季生活闘争（第 7 回集計結果）におけるす
べての規模での賃上げ率が 3.3％、日本経済団体連合会 2023 年春季労使交渉・中小企業
業種別回答状況における中小企業の賃上げ率が 2.9％となっており、いずれも昨年より
も高い水準となっている。また、賃金改定状況調査結果の第４表③における賃金上昇率
（Ｂランク（産業計））は 2.4％であった。 

（２）労働者の生計費 
労働者の生計費については、関連する指標である北海道消費者物価指数を見ると「持
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家の帰属家賃を除く総合」は、今年１月 5.5％、２月 4.2％、３月 3.8％、４月 4.0％、５
月 3.9％、６月 4.3％（いずれも対前年同月比）となっている。これに対し、全国の状況
では、今年１月 5.1％、２月 3.9％、３月 3.8％、４月 4.1％、５月 3.8％、６月 3.9％と
なっている。消費者物価の上昇が続く中では、最低賃金に近い賃金水準の労働者の中に
は可処分所得が減少し、生活が苦しくなっている者も少なくないと考えられる。  

（３）通常の事業の賃金支払能力 
法人企業景気予測調査（財務省北海道財務局）による北海道の中小企業の景況判断

BSI（％ポイント）は、今年１～３月▲20.1、４～６月 0.9、７～９月（見通し）8.5 で
あるところ、全国の状況は、今年１～３月▲18.7、４～６月 9.7、７～９月（見通し）7.5
であった。日銀短観（日本銀行札幌支店）による北海道の企業の業況判断 DI（％ポイン
ト）は、昨年 12 月４、今年３月６、６月８であるところ、全国の状況は、昨年 12 月４、
今年３月３、６月５と推移していることなどから、企業の利益や業況についてコロナ禍
からの改善傾向が見られる。一方、原材料費等の高騰により価格転嫁ができず、賃上げ
原資を確保することが難しい企業も少なくないことにも留意した。 

 
北海道における賃金上昇率、通常の事業の支払能力については、全国の数値と比較して

も同程度であると評価できる。一方、北海道の物価上昇率が全国よりやや高い水準となっ
ていることが認められた。また、当審議会としては、労働者の生計費を勘案して、本年６
月の北海道の消費者物価指数の上昇率 4.3％を最低賃金の引上げ率に反映させると 40 円と
なることも考慮した。 

以上のことを総合的に勘案し、今年度の引上げ額については、中央最低賃金審議会の引
き上げ額の目安である 40 円と同額にすることが適当であると考えられる。 

 
４ 当審議会は、北海道労働局に対し、中小企業・小規模事業者が継続して賃上げしやすい

環境整備に引き続き取り組むことを強く求める。令和 4 年度の北海道における業務改善助
成金の申請件数は、前年度と比較して若干増えたものの、執行額は減少していることから、
申請・報告に係る手続きの簡素化を図るなど最低賃金引上げの影響を強く受ける小規模事
業者が活用しやすくするとともに、業務改善助成金の申請件数を一層上げ、支給までの期
間をより短縮できるよう、実効性のある施策を行うよう強く要望する。 

また、当審議会は、政府に対し、以下の３点を強く要望する。 
①  急激な物価上昇を踏まえ、中小企業・小規模事業者が継続的に賃上げしやすい環境

整備に関し、生産性向上の支援や官公需における対応を含めた取引条件の改善等に
より一層取り組むこと。 

②  下請け取引を適正化することも重要な課題であり、下請け取引の適正化に取り組
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むことにより、中小企業・小規模事業者が賃上げの原資を確保できるよう、労務費、
原材料費・エネルギーコストの上昇分の適切な転嫁に向けた環境を整備すること。 

③  最低賃金の引上げは、扶養控除の範囲内で働きたいと希望する労働者の総実労働
時間の減少につながるものであって、人手不足の現状に悩む事業者にとっては、看過
できない問題であり、税・社会保障制度を含めて検討すること。 

 
５  最低賃金の改定答申から企業が賃金の引上げを行うための準備期間を確保するため、改

定の効力発生を１月または４月などを指定日とすべきとの使用者代表委員からの意見が
あった。労働者代表委員からは、発効時期を繰り下げることは、最低賃金の近傍で働く労
働者に不利益が生じるとの意見があった。当審議会としては、指定日発効を北海道のみで
実施することとなった場合の他地域とのバランスの問題が生じることから、制度改正を含
め、全国一律に議論されるべきとの見解に至った。 

 
６ 当審議会において、労使各側から、次のとおり主張があった。 

労働者代表委員から、北海道最低賃金について、実質賃金が前年を下回ることとなれば、
最低賃金で生計を立てている労働者の生活がより一層厳しくなることが予想されるため、
あってはならないとの意見があった。 

使用者代表委員から、物価上昇の中においても従業員が安心して暮らすため、また、人
口減少が進む中においては人材確保のためにも、生産性向上と共に賃上げの必要性は理
解している。しかしながら、足下では円安、原材料・エネルギー価格の高騰により、消費
者物価を上回る水準で国内企業物価指数が推移しており、価格転嫁の状況はできている
企業と全くできていない企業の二極化が進んでいることから、最低賃金は賃上げの原資
確保に苦しむ企業への配慮も必要である。最低賃金を審議する上では、法が定める３要素
のうち「通常の事業の賃金支払能力」を最も重視するべきであり、この要素を大きく超え
ている目安どおりの引上げ額（40 円）に強く反対する。 

加えて、賃上げ原資の確保については、取引適正化施策の実効性を高めることが極めて
重要である。また、いわゆる「年収の壁」問題については、人員を充足できない企業では
見込めた売り上げを逃がすことになるため、早期な解決を合わせて強く要望するとの意
見があった。 
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別紙１ 
 
 
北海道最低賃金 
 
１ 適用する地域 
  北海道の区域 
 
２ 適用する使用者 
  前号の地域内で事業を営む使用者 
 
３ 適用する労働者 
  前号の使用者に使用される労働者 
 
４ 前号の労働者に係る最低賃金額 
  １時間 ９６０円 
 
５ この最低賃金において賃金に算入しないもの 
  精皆勤手当、通勤手当及び家族手当 
 
６ 効力発生日 
  法定どおり 
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別紙２ 
 
 
北海道最低賃金と生活保護との比較について 
 
１ 北海道最低賃金 

(１) 件   名   北海道最低賃金 
(２) 最低賃金額   時間額 ８８９円 
(３) 発効日   令和３年１０月１日 

 
２ 生活保護水準 

(１) 比較対象者 
１８～１９歳・単身世帯者 

(２) 対象年度 
令和３年度 

(３) 生活保護水準（令和３年度） 
生活扶助基準（第１類費＋第２類費＋期末一時扶助費）の北海道内の人口加重平均に 
住宅扶助の実績値を加えた金額（１０５，２５２円） 

 
３ 生活保護に係る施策との整合性について 

上記１の（２）に掲げる金額の１箇月換算額（註）と上記２の（３）に掲げる金額と比較 
すると北海道最低賃金が下回っているとは認められなかった。 

 
 
（註）１箇月換算額 

889 円（北海道最低賃金）×173.8（１箇月平均法定労働時間数）×0.816（可処分所得の総所得に 
対する比率）＝126,079 円 

 



こ
の
表
を
労
働
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賃
金
法
第
八
条
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「みんなチェック！最低賃金。」 

北海道の最低賃金 
  地域別最低賃金 

  特定最低賃金 
最低賃金の件名 最低賃金額（円） 特定最低賃金の適用が除外される者 

処 理 牛 乳 ・ 乳 飲 料 、 
乳 製 品 、 糖 類 製 造 業 

時間額 

９５４ 
４．１２．１発効 

１ １８歳未満又は６５歳以上の者 
２ 雇入れ後３月未満の者であって、技能習得中のもの 
３ 清掃、片付け、整理、雑役又は炊事の業務に主として従事 

する者 
４ 手作業による洗浄、皮むき、選別、包装又は箱詰めの業務 

に主として従事する者 

鉄 鋼 業 
 
※「鉄素形材製造業」及び「その他の鉄

鋼業」を除く 

時間額 
１,０００ 

４．１２．１発効  

１ １８歳未満又は６５歳以上の者 
２ 雇入れ後６月未満の者であって、技能習得中のもの 
３ 清掃、片付け、整理、雑役又は炊事の業務に主として従事

する者 
４ みがき又は塗油の業務に主として従事する者 

電子部品・デバイス・電子

回路、電気機械器具、情報

通 信 機 械 器 具 製 造 業 
 

※「発電用・送電用・配電用電気機械器

具製造業」、「産業用電気機械器具製造

業」、「電球・電気照明器具製造業」及び

「医療用計測器製造業（心電計製造業を

除く。）」を除く 

時間額 
 

９５５ 
４．１２．１発効  

１ １８歳未満又は６５歳以上の者 
２ 雇入れ後６月未満の者であって、技能習得中のもの 
３ 清掃、片付け、整理、雑役又は炊事の業務に主として従事

する者 
４ みがき又は塗油の業務に主として従事する者 
５ 手作業による検品、検数、選別、材料若しくは部品の送給

若しくは取りそろえ、運搬、洗浄、包装、袋詰め、箱詰め、

ラベルはり、メッキのマスキング又は脱脂の業務（これら

の業務のうち、流れ作業の中で行う業務を除く。）に主と

して従事する者 
６ 熟練を要しない手作業又は手工具若しくは操作が容易な

小型電動工具を用いて行う曲げ、切り、組線、巻き線、か

しめ、バリ取りの業務（これらの業務のうち、流れ作業の

中で行う業務は除く。）に主として従事する者 

船 舶 製 造 ・ 修 理 業 、 

船 体 ブ ロ ッ ク 製 造 業 
 
※「木造船製造・修理業」及び「木製漁

船製造・修理業」を除く 

時間額 

９４８ 

４．１２．２発効  

１ １８歳未満又は６５歳以上の者 
２ 雇入れ後６月未満の者であって、技能習得中のもの 
３ 清掃、片付け、整理、雑役又は炊事の業務に主として従事

する者 
４ みがき又は塗油の業務に主として従事する者 

  ●最低賃金には、精皆勤手当、通勤手当、家族手当、臨時に支払われる賃金、１か月を超える期間ごとに支払われる賃金、時間外等割増賃金は算入 

されません。 

   ●最低賃金は、会社員、パート、アルバイトの方、学生さんなど働くすべて人に適用されます。 

   ●二つ以上の最低賃金の適用を受ける場合には、高い額の最低賃金が適用されます。 

   ●派遣労働者は、派遣先の地域（産業）に適用される最低賃金が適用されます。 

   ●中小企業・小規模事業者のみなさまへの支援策を行っております。 

・賃金引上げを支援する「業務改善助成金」は北海道労働局 雇用環境・均等部企画課（011-788-7874）までお気軽にご相談下さい。 

・賃金引上げにお悩みの方は「北海道働き方改革推進支援センター」（0800-919-1073）までお気軽にご相談下さい。（相談無料） 

労働災害に健康保険は使えません。受診は労災保険で‼ 
    
   ・最低賃金又は労働保険についての詳しいことは、北海道労働局（電話 011-709-2311）又は最寄りの労働基準監督署（支署）へお問い合わせ下さい。 
   ・北海道労働局ホームページアドレス https://jsite.mhlw.go.jp/hokkaido-roudoukyoku/ 
 
                                  最低賃金制度   検 索  ⇒   

 

  厚生労働省 北海道労働局 労働基準監督署（支署） 

最低賃金の件名 最低賃金額（円） 適用労働者等の範囲 

北海道最低賃金 
 時間額 

         ９６０ 

５．１０．１発効予定 

北海道内の事業場で働くすべての労働者及びその

使用者に適用されます。 

https://jsite.mhlw.go.jp/hokkaido-roudoukyoku/
kawamurat
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➀ 業務改善助成金 
問い合わせ先：業務改善助成金コールセンター 電話：0120-366-440（平日 8:30～17:15） 

又は都道府県労働局雇用環境・均等部（室） 

事業場内で最も低い時間給（事業場内最低賃金）を一定額以上引上げ、生産性向上に資する設備投

資等（機械設備の導入、人材育成・教育訓練や国家資格者によるコンサルティング）を行う中小企業・

小規模事業者に、その設備投資等に要した費用の一部を助成する制度です。一定の要件を満たすと、

助成上限額・助成率・助成対象経費の特例的な拡充が受けられます。 

 

 

 

 
② キャリアアップ助成金 

問い合わせ先：都道府県労働局又はハローワーク 
有期雇用労働者、短時間労働者、派遣労働者といったいわゆる非正規雇用労働者の企業内でのキャ

リアアップを促進するため、正社員化、賃金引上げ等の処遇改善の取組を実施した事業主に対して助

成します。なお、キャリアアップ助成金については、徹底が求められている同一労働同一賃金に取り

組む際にも活用することができます。 

 

 
③ 中小企業向け賃上げ促進税制 

 問い合わせ先：中小企業税制サポートセンター 
 青色申告書を提出している中小企業者等が、一定の要件を満たした上で賃金引上げを行った場合、

その増加額の一定割合を法人税額（又は所得税額）から控除できる制度です。 

 

 

 

 
④ 企業活力強化貸付（働き方改革推進支援資金） 

 問い合わせ先：日本政策金融公庫 電話：0120-154-505 
事業場内で最も低い賃金（事業場内最低賃金）の引上げに取り組む中小企業・小規模事業者に対し

て、設備資金や運転資金を低金利で融資します。 

 

 

 

 
 
 
⑤ 固定資産税の特例措置 

 問い合わせ先：＜先端設備等導入計画の作成等について＞先端設備等の導入先の市町村先端設備等導入計画担当課 

＜税制について＞中小企業税制サポートセンター 固定資産税等の軽減相談窓口  

電話：03-6281-9821(平日 9:30～12:00、13:00～17:00) 

＜制度について＞中小企業庁 技術・経営革新課（イノベーション課） 電話：03-3501-1816 
中小企業等経営強化法に基づき、市町村から認定を受けた「先端設備等導入計画」に従って取得し

た設備に対して、地方税法において償却資産に係る固定資産税の特例措置を講じることで、設備投資

による生産性向上や賃上げに取り組む事業者を後押しします。 

 

 

 

⑥ 中小企業等経営強化法（経営力向上計画） 

 問い合わせ先：経営力向上計画相談窓口 中小企業庁企画課  

電話：03-3501-1957(平日 9：30～12：00、13：00～17：00) 

中小企業・小規模事業者等による経営力向上に関する取組を支援します。事業者は事業分野指針等

に沿って「経営力向上計画」を作成し、国の認定を受けることができます。認定された事業者は、税

制や金融支援等の措置を受けることができます。 

 

 

最低賃金・賃金引上げに向けた中小企業・小規模事業者
への支援施策 

 

検索 キャリアアップ助成金 

検索 賃上げ促進税制 

検索 業務改善助成金 

検索 働き方改革推進支援資金 

検索 先端設備等導入計画 

検索 経営力向上計画 

１．賃金引上げに関する支援 

２．生産性向上に関する支援 
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⑦ 中小企業等経営強化法に基づく法人税の特例（経営強化税制） 

 問い合わせ先：中小企業税制サポートセンター 

 電話：03-6281-9821（平日 9:30～12:00、13:00～17:00） 

中小企業等経営強化法に基づいて、経営力向上計画を作成し、主務大臣の認定を受け、計画に記載

されている一定の設備を新規取得等して指定事業の用に供した場合、即時償却または取得価額の 10%

（資本金 3,000 万円超１億円以下の法人は７%）の税額控除を選択適用することができます。 

 

（⑥と同じ） 

 

 
⑧ 事業再構築補助金 

 問い合わせ先：事業再構築補助金事務局コールセンター 

        受付時間：9：00～18：00（日祝日を除く） 

電話番号：＜ナビダイヤル＞0570-012-088   ＜IP 電話用＞03-4216-4080 
ウィズコロナ・ポストコロナの時代の経済社会の変化に対応するための新分野展開、業態転換、事

業・業種転換、事業再編、国内回帰又はこれらの取組を通じた規模の拡大等、思い切った事業再構築

に意欲を有する中小企業等の挑戦を支援します。 

  

 

 

⑨ ものづくり・商業・サービス生産性向上促進補助金 

 問い合わせ先：ものづくり補助金事務局サポートセンター  

電話：050－8880－4053（平日 10:00～17:00） 

中小企業・小規模事業者等が取り組む革新的サービス開発・試作品開発・生産プロセスの改善等を

行うための設備投資等を支援します。 

 

 

 

 

⑩ 小規模事業者持続化補助金 

 問い合わせ先：＜商工会の管轄地域で事業を営む方＞全国商工会連合会 問合せ先は所在地によって異なるため、 

URL をご参照ください。https://www.shokokai.or.jp/jizokuka_r1h/ 

＜商工会議所の管轄地域で事業を営む方＞日本商工会議所 電話：03－6632－1502 
小規模事業者が経営計画を作成し、その計画に沿って行う販路開拓等

の取組を支援します。 
 
 

 
 

 

⑪ サービス等生産性向上 IT 導入支援事業費補助金 

 問い合わせ先：サービス等生産性向上 IT 導入支援事業事務局 

電話：0570－666－424 

中小企業等の生産性向上を実現するため、業務効率化や付加価値向上に資する IT ツールの導入を

支援します。 

 

 

 

 

⑫ 事業承継・引継ぎ補助金 
問い合わせ先：事業承継・引継ぎ補助金事務局 

（経営革新事業）： 050-3615-9053 

（専門家活用事業/廃業・再チャレンジ事業）：050-3615-9043 

事業承継・引継ぎを契機とした前向きな投資を促すため、設備投資や販路開拓等の経営革新に係る

費用、事業引継ぎ時の専門家活用費用、事業承継・引継ぎに伴う廃業費用等を支援します。 

 

 

 

  

検索 経営強化税制 

検索 ものづくり補助金 

検索 持続化補助金 

検索 IT 導入補助金 

検索 事業再構築補助金 

（商工会地区） （商工会議所地区） 

検索 事業承継・引継ぎ補助金 



 
 
 

⑬ 下請適正取引等の推進のためのガイドライン 

 問い合わせ先：中小企業庁取引課 電話：03-3501-1669 

親事業者と下請事業者との望ましい取引関係を構築するために、業種別の下請適正取引等の推進の

ためのガイドライン（下請ガイドライン）を策定しています。 

 

 

 

 
⑭ パートナーシップ構築宣言 

 問い合わせ先： ＜「宣言」の内容について＞ 中小企業庁企画課 電話：03-3501-1765 

＜「宣言」の提出・掲載について＞（公財）全国中小企業振興機関協会 電話：03-5541-6688 
下請中小企業振興法における「振興基準」を遵守することを明記し宣言することで、発注者側によ

る受注者側への「取引条件のしわ寄せ」防止を促し、下請取引の適正化を後押ししています。また、

宣言した企業の取組を「見える化」するため、「宣言」をポータルサイトに掲載しています。 

 

 

 
⑮ 官公需法に基づく「令和４年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針」 

問い合わせ先： 中小企業庁取引課 電話：03-3501-1669 
「令和４年度中小企業者に関する国等の契約の基本方針」において、最低賃金額の改定に伴う契約

金額の見直しについて定めています。 

 

 

 

 

⑯ 官公需情報ポータルサイト 

 問い合わせ先： 中小企業庁取引課 電話：03-3501-1669 
国等及び地方公共団体がホームページ上で提供している入札情報を自動巡回システムにより収集

し、入札情報を一括して検索・入手できる「官公需情報ポータルサイト」を運営しています。 

 

 

 

 
 
 

⑰ セーフティネット貸付制度 

 問い合わせ先：日本政策金融公庫（日本公庫） 電話：0120-154-505 

沖縄振興開発金融公庫（沖縄公庫） 電話：098-941-1795 
一時的に売上減少等業況が悪化しているが、中長期的には回復が見込まれる中小企業・小規模事業

者の皆様は融資を受けることができます。 

 

 

 

 

⑱ 小規模事業者経営改善資金融資制度（マル経融資） 

 問い合わせ先： 事業所の所在する地区の商工会・商工会議所 

日本政策金融公庫（沖縄振興開発金融公庫）の本支店 
小規模事業者に対して、経営改善のための資金を無担保・無保証人・低金利で融資します。 

 

 

 

  
 

 
 
 

⑲ 建設事業主等に対する助成金 
問い合わせ先：都道府県労働局又はハローワーク 

中小建設事業主等が建設労働者の雇用の改善、技能の向上等の取組を行う場合に、助成金（「人材開

発支援助成金」、「人材確保等支援助成金」、「トライアル雇用助成金」）を支給します。 

 

 

 

 
 

検索 パートナーシップ構築宣言 

検索 官公需基本方針 

検索 官公需ポータルサイト 

検索 セーフティネット貸付 

検索 マル経融資 

検索 建設事業主等に対する助成金 

３．下請取引の改善・新たな取引先の開拓に関する支援 

４．資金繰りに関する支援 

５．その他、雇用（人材育成）に関する支援 

検索 下請ガイドライン 



⑳ 人材確保等支援助成金 
 問い合わせ先：都道府県労働局又はハローワーク 
事業主や事業協同組合等が、魅力ある職場づくりのために、労働環境の向上等の取組により従業員

の職場定着の促進等を図った場合に助成します。 

 

 

 

 

㉑ 地域雇用開発助成金（地域雇用開発コース） 

 問い合わせ先：都道府県労働局又はハローワーク 
雇用情勢が厳しい地域等において、事業所を設置・整備し、その地域に居住する求職者等を雇い入

れた事業主に助成します。 

 

 

 

 

㉒ 人材開発支援助成金 
問い合わせ先：都道府県労働局又はハローワーク 

従業員に対して計画に沿って訓練を実施した場合や、教育訓練休暇等制度を導入し、その制度を

従業員に適用した場合に、訓練経費や訓練期間中の賃金の一部などを助成します。 
 

 

 

 
 
 

㉓ よろず支援拠点 
問い合わせ先：各都道府県のよろず支援拠点 

中小企業・小規模事業者等が抱える様々な経営課題に無料で相談対応するワンストップ窓口とし

て、各都道府県に「よろず支援拠点」を設置しています。 

 

 

 

 

㉔ 下請かけこみ寺 
問い合わせ先：（公財）全国中小企業振興機関協会 

各都道府県の下請かけこみ寺 電話：0120-418-618 

中小企業・小規模事業者の皆さんが抱える取引上の悩み相談を受け付けております。問題解決

に向けて、相談員や弁護士がアドバイスを行います。 

 

 

 

 

㉕ 働き方改革推進支援センター 
問い合わせ先：全国の働き方改革推進支援センター  

働き方改革推進支援センターでは、中小企業事業主からの賃金引上げに向けた労務管理に関する相

談や同一労働同一賃金に関する相談、長時間労働削減に関する相談など、働き方改革に向け様々な課

題を抱えている事業主の皆さまに対して、労務管理の専門家等が無料でアドバイスを行っています。 

 

 

㉖ 中小企業向け補助金・総合支援サイト「ミラサポ plus」 

問い合わせ先：ミラサポ plus コールセンター 電話：050-5370-4340 

中小企業・小規模事業者の皆さまを対象とした様々な支援施策（制度）をより「知ってもらう」「使

ってもらう」ことを目指した中小企業・小規模事業者向け補助金・総合支援サイトです。支援制度や

活用事例を簡単に検索でき、電子申請までサポートします。 

 

 

 

検索 人材確保等支援助成金 

検索 人材開発支援助成金 

検索 地域雇用開発助成金 

検索 よろず支援拠点 

検索 下請かけこみ寺 

６．相談窓口・各種ガイドライン 

各都道府県労働局の問い合わせ先：厚生労働省ＨＰホーム＞厚生労働省について＞所在地案内＞ 

               都道府県労働局（労働基準監督署、公共職業安定所）所在地一覧 

（2023.４） 

検索 働き方改革 特設サイト 

検索 ミラサポ plus 


